
令和３年度

9月補正予算（第7号） 主な補正内容

１．第12次新型コロナウイルス感染症対策



2

事業費
合 計

財源内訳

国 県 その他 一般財源

387,000 197,500 － － 189,500

単位：千円

補正予算額（一般会計）

3億8,700万円

【参考】予算累計額（一般会計）

1,220億1,722万円

※一般財源189,500千円は新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金



3

第１次 （令和２年３月２３日発表：３月23日議決）
不織布マスク等の購入支援、ピンチをチャンスにプロジェクト、信用保証料補助 など

第２次 （４月９日発表：予備費充用）
地域でマスクを作って学校応援プロジェクト、旅館業への温泉使用料・水道料金の減免 など

第３次 （４月２２日発表：4月３０日議決）
医療機関への特別給付金の給付、医療資材の提供、特別定額給付金の早期支給 など

第４次 （５月２２日発表：６月１日議決）
ふくしま市民生活エールクーポン、新しい生活様式に対応したビジネスモデル創出支援 など

第５次 （６月２２日発表：６月３０日議決）（７月２７日発表：7月31日議決）
ＩＣＴ導入による市内保育施設・幼稚園の「新しい生活様式」への対応支援 など

第６次 （８月２５日発表：9月18日議決）
庁舎窓口キャッシュレス決済の導入、庁内Ｗｉ-ｆｉ環境の整備 など

第７次 （10月1５日発表：10月20日議決）
冬季に向けた医療体制の充実、「ゆとり満喫福島オフィス」開設支援 など

第８次 （1１月19日発表：12月15日議決）（12月専決、予備費充用）
ＩＣＴを活用した「福島型オンライン授業」開始に向けた学習環境の整備、医療機関緊急支援など

第９次 （令和３年1月1４日発表）（2月専決）（３月補正前倒し）
高齢者等入所施設の感染防止対策強化、事業者営業継続緊急支援、クリエイティブビジネスサロン整備など

382億5,600万円
（一般財源 48億3,800万円）

第１０次（令和３年度当初予算）
感染防止対策、市民生活支援、地域経済対策、コロナ後を見据えた変革 計９２事業

13億900万円
（一般財源 10億2,600万円）

第１１次（３月２３日発表）（4月専決）（6月補正）（6月21日追加）
新型コロナワクチン接種（集団接種会場の増設等）、ふくしま市民生活エールクーポンなど

52億9,400万円
（一般財源 10億3,100万円）

第１２次（9月16日発表）
積極的疫学調査継続のためのＰＣＲ検査事業費追加、ひとり親家庭等エールクーポンなど

３億８,７00万円
（一般財源 1億8,900万円）

新型コロナウイルス感染症対策 累計額
（新型コロナウイルス地方創生臨時交付金 交付決定見込額 45億2,231万円）

452億4,600万円
（一般財源 70億8,400万円）

新型コロナウイルス感染症対策 【これまでの経過】

令和元年度・令和２年度



（１）ＰＣＲ検査事業費 事業費：260,000千円

福島市では、積極的かつ幅広く検査を実施してきており、感染拡大の防止と陽性者数の
抑制に効果を発揮しているものと考えられます。
今後もさらなる大きな波に対応できるよう、先手を打って継続して積極的に調査を進め

ていく必要があることから、予算を追加します。

第１2次 新型コロナウイルス感染症対策

第１の柱 感染防止対策 ２事業 350,000千円

４

（参考①）陽性者1人あたりの検査数比較

福島県平均

（２）新型コロナ医療費 事業費：90,000千円

新型コロナウイルス感染症の入院治療に要した費用の本人負担分について、感染者数の
増加を受け予算を追加します。

福島市

（参考②）人口10万人当たりの陽性者割合

福島県 345人 ： 福島市 267人



（１）ひとり親家庭等エールクーポン事業 【市独自】 事業費：３７,０00千円

まん延防止等重点措置適用の延長等に伴う活動の制限や、休校等により児童が家庭にいる
時間が長くなることによる家計出費の増加など、新型コロナの影響を受けている「子育て世
帯」を支援するため【ふくしま市民生活エールクーポン】を配付します。

①対 象 者：ひとり親世帯等の保護者
（子育て世帯生活支援特別給付金を受給された方にご案内します）

②配 付 物：ふくしま市民生活エールクーポン 児童1人あたり１セット（７，０００円分）

③配付時期：9月下旬に対象となる方に郵送します（申請不要です）

第１2次 新型コロナウイルス感染症対策

第２の柱 市民生活支援 １事業 37,000千円

５

対 象 者（低所得の子育て世帯）

子育て世帯生活支援特別
給付金を受給した方

①ひとり親世帯（児童扶養手当受給者等）

②その他の子育て世帯（児童手当受給・非課税者等）


